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7 年以上日本に住んでいる外国人として、私はこの国でいつも歓迎され、尊重されてきました。大学

院で研究するために来日、その後大学で講師として働くようになりました。大人の人生の半分以上を日

本で過ごし、日本国民と同じように税金や国民年金、社会保障を支払い、さまざまな形で社会に貢献し

てきました。日本とその文化が大好きで、日本を第二の故郷と考えています。 

 

しかし、一つだけ気になることがあります。それは、どの選挙にも投票する権利がないということで

す。つまり、自分の生活や地域に影響を与える政策や決定について、何の発言権も持っていないという

ことです。日本が半年間、外国人居住者を含めて国境を閉鎖したとき、外国人は政策決定において考慮

されなかったと実感しました。これにより、日本国民と同じ程度に社会に貢献しているにもかかわら

ず、まだ二等市民と見なされているのだと感じました。投票権がないということは、自分のような外国

人居住者にとって重要な問題を解決することができないし、私や私の利益を代表する指導者を選ぶこと

ができないということです。 

 

これは不公平であり、民主的ではないと思います。外国人住民は単なる訪問者や客ではありません、

永続的または長期的にここに住む社会の一員です。外国人住民は権利と責任を持ち、コミュニティにお

いても代表となり、未来を形づくる政治プロセスに参加することができるべきです。 

 

この意見は私だけのものではありません。多くの外国人住民が私と同じように投票権を求めていま

す。多くの日本国民もこの考えを支持しており、多様性と包摂のメリットを認識しています。一部の地

方自治体は外国人住民に地方選挙や住民投票での投票権を与えようと試みましたが、法的・政治的な障

害に直面しました。現在、地方住民投票で一部の投票権を認めている自治体は 1,718 市町村（東京都区

部を除く）のうち 42 しかありません。 

 

例えば、東京の武蔵野市は 2021 年、外国人住民に地方選での投票権を認める条例案を提案しまし

た。しかし、市議会は、外国人に国家安全保障問題に関する発言権を与えると、日本の主権を損なう恐

れがあると主張する一部の保守派の反対により、この提案を否決しました。日本は労働力不足に対処す

るために移民が必要な状況で、このような反発は「同質的」な国家のイメージを維持するために彼らの

権利を抑圧しています。 

 



先日、統一地方選の運動期間中に、郵便箱に「外国人参政権に反対」ということを中心的なスローガ

ンとして掲げた候補者の選挙チラシが届きました。候補者は、外国人住民に投票権を与えることは、国

益に反する可能性があり、「日本の安全が危ぶまれる」と主張していました。しかし、この主張は根拠

のない誤りです。まず、地方選や住民投票は、国家安全保障や外交政策ではなく、教育、医療、環境、

交通、公共サービスなどの地域の問題に関するものです。これらは、国籍に関係なく、その地域に住む

すべての人に影響する問題です。 

 

外国人住民に地方選挙での投票権を認めることは、彼らに市民権や二重国籍を与えることを意味しま

せん。外国人住民は引き続き日本の法律に従い、日本の価値観を尊重しなければなりません。彼らは元

の国籍やアイデンティティを失うことはありません。彼らは単に所属感や参加感という新しい次元を得

るだけです。 

 

また、外国人参政権を認めることは、日本国民よりも不公平な優位性や特権を与えることを意味しま

せん。外国人住民は引き続き一定の基準や条件を満たさなければなりません。有効な在留資格を持ち、

一定期間地域に居住し、有権者として登録すると、日本人有権者と同じ規則や手続きに従わなければな

りません。 

 

したがって、外国人住民に地方選挙での投票権を与えることは可能であり、望ましいことです。それ

は日本の民主主義と多様性を高めるとともに、社会的な結束と統合を促進し、相互理解と尊重を育み、

市民的な参加と責任を奨励し、すべての人々の生活の質を向上させるでしょう。日本は外国人住民に参

政権を与えず、二重国籍も禁止する数少ない先進国ですが、外国人住民の地方政治への参加の価値を認

めた他の国々のように、状況を変える時が来たのです。 

 

日本を愛し、その発展に貢献したいと思う外国人住民として、いつか自分の票を投じて自分の声を届

けたいと願っています。いつかこの社会の真の一員として自分の投票権を行使できるようになることを

望んでいます。 

 

 

 


